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放送法施行規則等の一部を改正する省令案等について 

 

 

１ 改正の背景  

（１）平成 25 年基幹放送局一斉再免許 

  日本放送協会、放送大学学園並びに民間基幹放送事業者及び民間基幹放送

局提供事業者（以下「事業者」という。）が開設している基幹放送局（コミ

ュニティＦＭを除く。）は、本年 10 月 31 日をもって免許の有効期間が満了

する。これに伴い、事業者は、現在開設している基幹放送局に係る再免許の

申請を無線局免許手続規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号）第 17

条に規定する期間（本年の再免許申請については、平成 25 年５月１日～７

月 31 日まで）において、再免許申請書類の提出をもって行うこととなる。 

本年の再免許がこれまでの再免許と大きく異なる点は、以下のとおりであ

る。 

 

ア 地上デジタルテレビジョン放送における新たな難視の解消 

  地上テレビジョン放送の完全デジタル化によって、地上アナログテレ

ビジョン放送は、平成 23 年７月 24 日（岩手県、宮城県及び福島県にあ

っては平成 24 年３月 31 日）をもって終了したが、地上アナログテレビ

ジョン放送が視聴可能であった区域において地上デジタルテレビジョン

放送が視聴できない区域が依然として存在することから、再免許に当た

り、事業者（地上テレビジョン放送を行う事業者に限る。）に対し、こ

れらの区域における難視聴解消に向けた取組を継続して行うことを求め

ることとする。 

 

イ アナログテレビジョン放送終了に伴うデジタルテレビジョン放送単独

免許 

地上アナログテレビジョン放送が終了したことにより、当該放送を行

う全ての無線局は既に廃止されていることから、今回、地上テレビジョ

ン放送の再免許は、全てデジタル放送となる。 

また、ＢＳテレビジョン放送についても、アナログ放送が平成 23 年

７月 24 日に終了しており、地上テレビジョン放送同様、再免許は全て
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デジタル放送となる。 

 これにより、アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に

係る規定が不要となった。 

   

    これらの点を踏まえ、基幹放送局の一斉再免許に当たり、申請及び審

査手続が円滑かつ適切に行われるよう、放送法施行規則（昭和 25 年電

波監理委員会規則第 10 号）等の省令並びに基幹放送普及計画（昭和 63

年郵政省告示第 660 号）及び基幹放送用周波数使用計画（昭和 63 年郵

政省告示第 661 号）等の告示について一部改正及び廃止することとした。 

（２）北海道、群馬県及び福岡県の各一部地域における地上デジタルテレビジ

ョン放送の良好な受信環境の確保 

地上デジタルテレビジョン放送を行う放送局のうち親局及び空中線電力

が３Ｗを超える中継局の諸元（チャンネル及び空中線電力）は、基幹放送

用周波数使用計画において規定されているが、今回、以下のとおり北海道、

群馬県及び福岡県の各一部地域における地上デジタル放送の良好な受信環

境の確保を目的として、一部の中継局のチャンネル又は空中線電力を変更

する必要が生じたため、基幹放送用周波数使用計画を一部変更することと

した。 

 

ア 根室中継局のチャンネル変更 

北海道根室半島地域では根室中継局からの地上デジタルテレビジョン

放送を受信しているところであるが、一部地域においては、釧路局の電

波が季節的なフェージングにより妨害波となって到達しており、その解

消に資するため、根室中継局のチャンネルを変更する。 

 

イ 渡島中継局のチャンネル変更 

北海道内浦湾沿岸地域では渡島中継局からの地上デジタルテレビジョ

ン放送を受信しているところであるが、一部地域においては、浦河局の

電波が季節的なフェージングにより妨害波となって到達しており、その

解消に資するため、渡島中継局のチャンネルを変更する。 

 

ウ 宗像中継局のチャンネル変更 

福岡県宗像市、古賀市及び福津市周辺地域では宗像中継局からの地上

デジタルテレビジョン放送を受信しているところであるが、一部地域に
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おいては、外国からの電波が季節的なフェージングにより妨害波となっ

て到達しており、その解消に資するため、宗像中継局のチャンネルを変

更する。 

 

エ 下仁田中継局の空中線電力の変更 

群馬県安中市周辺地域では下仁田中継局からの地上デジタルテレビジ

ョン放送を受信しているところであるが、一部地域においては、地形的

な影響により放送波が十分に届かず、177 世帯（内 68 世帯が地デジ難

視対策衛星放送）の難視地域が点在しており、その解消に資するよう下

仁田中継局の空中線電力の変更（増加）を可能とするため、当該中継局

を新たにプラン局として基幹放送用周波数使用計画に規定する。 

 

２ 諮問の内容  

（１）放送法（昭和 25 年法律第 132 号）第 111 条第１項及び第 121 条第１項

の規定に基づく基幹放送設備及び基幹放送局設備に適用される技術基準の

一部改正及び廃止関係 

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定の

整備及び削除。 

ア 一部改正 

(ア) 放送法施行規則 

(イ) 超短波放送に関する送信の標準方式（平成 23 年総務省令第 86

号） 

(ウ) 標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準

方式（平成 23 年総務省令第 87 号） 

(エ) 超短波音声多重放送及び超短波文字多重放送に関する送信の標準

方式（平成 23 年総務省令第 89 号） 

(オ) 超短波データ多重放送に関する送信の標準方式（平成 23 年総務

省令第 90 号） 

 

イ 廃止 

(ア) 標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の

標準方式（平成 23 年総務省令第 88 号） 

(イ) 標準テレビジョン音声多重放送に関する送信の標準方式（平成

23 年総務省令第 91 号） 
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(ウ) 標準テレビジョン文字多重放送に関する送信の標準方式（平成

23 年総務省令第 92 号） 

(エ) 標準テレビジョン・データ多重放送に関する送信の標準方式（平

成 23 年総務省令第 93 号） 

 

（２）放送法第 136 条第１項の規定に基づく一般放送の業務に用いられる電

気通信設備に適用される技術基準の一部改正関係 

衛星一般放送に関する送信の標準方式（平成 23 年総務省令第 94 号）及

び有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令（平成 23 年総務省

令第 95 号）に係るアナログテレビジョン方式及びテレビジョン多重方式

を用いて行われる一般放送における関係規定の整備及び削除。 

  

（３）基幹放送普及計画の一部変更関係 

ア 平成 23 年７月 24 日（岩手県、宮城県及び福島県にあっては平成 24

年３月 31 日）をもって終了したア地上ナログテレビジョン放送が実施

されていた区域と同等の区域において、平成 27 年３月 31 日までに地

上デジタルテレビジョン放送の受信ができるようにすることを規定。 

 

イ アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定

の整備及び削除。 

 

（４）電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第７条第２項第７号の規定に基づく

基幹放送局の開設の根本的基準（昭和 25 年電波監理委員会規則第 21 号）

の一部改正関係          

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定の

整備及び削除。 

 

（５）電波法第９条第１項ただし書の規定に基づく許可を要しない工事設計

の軽微な変更及び電波法第 73 条第１項の規定に基づく定期検査を行わな

い無線局に係る電波法施行規則（昭和 25 年電波監理委員会規則第 14 号）

の一部改正関係 

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定の

整備及び削除。 
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（６）電波法第 38 条の規定に基づく無線設備規則（昭和 25 年電波監理委員

会規則 18 号）の一部改正関係 

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定の

整備及び削除。 

 

（７）電波法第 38 条の２の２の規定に基づく特定無線設備の技術基準適合証

明等に関する規則（昭和 56 年郵政省令第 37 号）の一部改正関係 

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送の終了に伴う関

係規定の整備。 

 

（８）基幹放送用周波数使用計画の一部変更関係 

ア アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規

定の削除並びにその他所要の規定の整備。 

 

イ 根室中継局、渡島中継局及び宗像中継局の変更後のチャンネルを追

加し、下仁田中継局を新たに規定。 

 

（９）電波法第 27 条の 12 第１項の規定に基づく 207.5MHz以上 222MHz以下の

周波数を使用する特定基地局の開設に関する指針（平成 22 年総務省告示

第 173 号）の一部変更関係 

アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送の終了に伴う関

係規定の整備。 

 

３ 参考  

 ２の諮問に係る事項と併せて改正する内容は、以下のとおりである。 

（１）平成 25 年基幹放送局一斉再免許に係る改正等であって２の諮問に係る

事項以外のもの。 

   

  ア 無線局免許手続規則関係 

    地上基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要等について、

記載する内容の全部又は一部が同一である場合であって、一の基幹放

送局についてその全部を記載したときは、他の基幹放送局（同一人が

開設するものに限る。）についてはその記載を省略することができる
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ようにするもの。 

  

イ 電波法関係審査基準（平成 13 年訓令第 67 号）関係 

（ア）特定地上基幹放送局及び基幹放送局（地上基幹放送の業務の用に

供するものに限る。）提供事業者の事業収支見積りについて、収入

が減少傾向にある場合の費用削減方策の具体的かつ適切な記載をす

ることを規定。 

（イ）地上基幹放送の新たな免許の申請である場合において、予備免許

後 1 年以内に親局から放送を開始する旨の基準を規定。 

（ウ）地上アナログテレビジョン放送が受信されていた区域において、

地上デジタルテレビジョン放送が受信可能となるための中継局等の

整備計画を策定することを規定。 

  （エ）比較審査基準をテレビジョン放送向けとラジオ放送向けの二つに

分類した上で、配点基準について、事業実施の確実性を確保するた

め及び視聴覚障害者向け放送の普及の進展に合わせるために修正。 

 

ウ 放送法関係審査基準（平成 23 年訓令第 30 号）関係 

（ア）地上基幹放送を行う認定基幹放送事業者の事業収支見積りについ

て、収入が減少傾向にある場合の費用削減方策の具体的かつ適切な

記載をすることを規定。 

（イ）地上基幹放送の業務を行おうとする申請者について、災害が発生

した場合においても、災害に関する放送を確実に実施するための体

制を確保する計画を有していることを規定。 

   

エ 地上基幹放送局の免許及び再免許方針関係 

  （ア）平成 25 年一斉再免許にあたり、特に次の事項に留意して審査を実

施することを明記。 

    ① 新たな難視対策等地上基幹放送の公正かつ能率的な普及 

    ② 事業計画の実施の確実性 

    ③ 電気通信設備の安全・信頼性の確保 

    ④ 視聴覚障害者向け放送の実施 

    ⑤ 災害放送の実施 

  （イ）再免許に際し、免許状に付する条件及び事業者に要請する事項を明

記。 
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（２）アナログテレビジョン放送及びテレビジョン多重放送に係る関係規定

の整備及び削除並びにその他所要の規定の整備であって、２の諮問に係

る事項以外のもの。 

ア 改正するもの 

 （ア）放送法施行規則 

 （イ）電波法施行規則 

 （ウ）無線局免許手続規則 

 （エ）登録検査等事業者等規則（平成９年郵政省令第 76 号） 

（オ）特定周波数変更対策業務及び特定周波数終了対策業務に関する規則

（平成 13 年総務省令第 104 号） 

 （カ）電波法第６条第７項の規定に基づき、同項各号の無線局が使用する

周波数を定める件（平成 12 年郵政省告示第 744 号） 

（キ）無線従事者の資格を要しない簡易な操作を定める件（平成２年郵政

省告示第 240 号） 

 （ク）電波法施行規則の規定により、時計、業務書類等の備えつけを省略

できる無線局及び省略できるものの範囲並びにその備えつけ場所の特

例又は共用できる場所を定める件（昭和 35 年郵政省告示第 1017 号） 

 （ケ）無線局免許手続規則第２条第５項の規定に基づき希望する周波数の

一ごとに免許の申請をすることを要しない基幹放送局を定める件（平

成 13 年総務省告示第 479 号） 

 （コ）放送区域等を計算による電界強度に基づいて定める場合における当

該電界強度の算出の方法を定める件（昭和 35 年郵政省告示第 640

号） 

 （サ）無線局免許手続規則の規定により、簡易な免許手続を行なうことの

できる無線局を定める件（昭和 36 年郵政省告示第 199 号） 

 （シ）無線局免許申請書等に添付する無線局事項書及び工事設計書の各欄

に記載するためのコード表（無線局の目的コード及び通信事項コード

を除く。）を定める件（平成 16 年総務省告示第 859 号） 

 （ス）無線局運用規則により呼出符号又は呼出名称の放送を省略できる基

幹放送局及び地上一般放送局を定める件（昭和 34 年郵政省告示第

509 号） 

 （セ）極微小電力でテレビジョン放送を行う放送局の送信設備及びその技

術的条件を定める件（平成 19 年総務省告示第 279 号） 

（ソ）データ信号の構成並びにスクランブルを行う範囲及びスクランブル
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の制御を定める等の件（平成 23 年総務省告示第 309 号） 

（タ）有線テレビジョン放送等における搬送波のレベルと雑音のレベルと

の差の算出方法を定める件（平成 23 年総務省告示第 313 号） 

 （チ）有線テレビジョン放送等の受信に影響を与えることが検知されない

ための技術的条件を定める件（平成 23 年総務省告示第 315 号） 

 （ツ）電波法関係審査基準 

 （テ）放送法関係審査基準 

 

イ 廃止するもの 

 （ア）放送区域等を計算による電力束密度に基づいて定める場合における

当該電力束密度の算出の方法を定める件（昭和 57 年郵政省告示第

881 号） 

 （イ）無線設備規則の規定に基づき、同規則第 14 条第１項の規定を適用

することが困難又は不合理であるテレビジョン多重放送を行う放送局

の送信設備等を定める件（昭和 57 年郵政省告示第 859 号） 

 （ウ）無線設備規則第 37 条の４第２項に基づき標準テレビジョン放送を

行う放送局の送信設備の条件を定める件（平成 13 年総務省告示第

480 号） 

 （エ）テレビジョン放送を行う基幹放送局の電界強度の値を定める件（平

成 23 年総務省告示第 286 号） 

 （オ）テレビジョン文字多重放送を行う基幹放送局の電界強度の値を定め

る件（平成 23 年総務省告示第 287 号） 

 （カ）テレビジョン音声多重放送又はテレビジョン・データ多重放送を行

う基幹放送局の電界強度の値を定める件（平成 23 年総務省告示第

288 号） 

 （キ）多重フレーム行列の同期符号及び制御手順、フレーム行列の構成及

び制御手順、音声信号の送出手順並びにデータパケットの送出手順を

定める件（平成 23 年総務省告示第 289 号） 

 （ク）擬似乱数符号重畳方式による音声信号のスクランブルの手順、擬似

乱数符号系列の生成方法、スクランブルに関するタイミング並びに関

連情報の構成及び送出手順を定める件（平成 23 年総務省告示第 290

号） 

 （ケ）垂直帰線消去期間における水平走査線に重畳する信号を定める件

（平成 23 年総務省告示第 291 号） 
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 （コ）標準テレビジョン放送における識別制御信号の構成を定める件（平

成 23 年総務省告示第 292 号） 

 （サ）標準テレビジョン放送における妨害低減の技術的条件を定める件

（平成 23 年総務省告示第 293 号） 

 （シ）フレーム行列の構成及び制御手順、音声信号の送出手順並びにデー

タパケットの送出手順を定める件（平成 23 年総務省告示第 294 号） 

 （ス）走査線内信号切替方式又は走査線転移方式による映像信号のスクラ

ンブルの手順、擬似乱数符号重畳方式による音声信号のスクランブル

の手順、擬似乱数符号系列の生成方法、スクランブルに関するタイミ

ング並びに関連情報の構成及び送出手順を定める件（平成 23 年総務

省告示第 295 号） 

 （セ）標準テレビジョン文字多重放送の放送番組のデータの送出等を定め

る件（平成 23 年総務省告示第 296 号） 

 （ソ）標準テレビジョン文字多重放送を行う放送衛星局の送信の方式のう

ち同省令の規定を適用することが困難又は不合理であるものを定める

件（平成 23 年総務省告示第 297 号） 

 （タ）データ信号の構成並びにスクランブルを行う範囲及びスクランブル

の制御を定める等の件（平成 23 年総務省告示第 310 号） 

（チ）基幹放送用周波数使用計画第１の６(4)の規定により定める中継局

を定める件の全部を改正する件（平成 18 年総務省告示第 80 号） 

（ツ）放送用周波数使用計画第１の５(5)の規定により定める中継局を定

める件の全部を改正する件（平成 16 年総務省告示第 502 号） 

 

 



                                     資料２  

 

電波監理審議会会長会見用資料                  

 

                                平成２５年１月１６日  

 

 

 

日本放送協会が放送法第２０条第１０項の認可を受けて実施する「協会の

ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するため、その放送番組を放送

と同時にインターネットを通じて一般に提供する業務における提供番組の

追加」の認可について 

（平成２５年１月１６日 諮問第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 （連絡先） 

                  電波監理審議会について 

                   総務省総合通信基盤局総務課 

                         （成田課長補佐、安倍係長） 

                         電話：０３－５２５３－５８２９ 

                  諮問内容について 

                   総務省情報流通行政局放送政策課 

                         （西潟課長補佐、関本係長） 

                         電話：０３－５２５３－５７７８ 
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日本放送協会が放送法第２０条第１０項の認可を受けて実施する「協会のラジオ放

送が聴取しにくい状況の改善に資するため、その放送番組を放送と同時にインター

ネットを通じて一般に提供する業務における提供番組の追加」の認可について 
 

 

 申請の概要  

日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２５年法律第１３２号。

以下「法」という。）第２０条第１０項の規定に基づき、以下のとおり、法第２０条第

２項第８号の業務の認可申請があった。 

項 目 申 請 の 概 要 

 

１ 業務の内容 

 

協会が行う「協会のラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に

資するため、その放送番組を放送と同時にインターネットを通

じて一般に提供する業務」（以下「らじる★らじる」とい

う。）に、一部の地域放送番組を追加して提供するもの。 

 

２ 業務を行うことを

必要とする理由 

 

夜間の外国電波混信やマンション等鉄筋コンクリート住宅の

普及等により、協会のラジオ放送が聴取しにくい地域、場所が

拡大しつつあるところ、こうした状況の改善に資するための補

完的な措置として、協会は、平成２３年９月より、試行的にラ

ジオ放送番組をインターネットを通じて放送と同時に一般に提

供し、その効果を検証・確認しているところ。 

協会は、現在ラジオ第１放送（以下「Ｒ１」という。）及び

ＦＭ放送（以下「ＦＭ」という。）については東京からの全国

向け放送番組を基本として提供しているが、本業務の目的であ

る、ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資する補完的な措

置としての効果を検証する上で、利用者（聴取者）からの要望

を踏まえて地域放送番組を新たに追加することにより、より多

くの聴取者の利用による幅広いデータの収集が期待できるこ

と、また、地域放送番組の提供のあり方（実施体制等）の検証

も必要な課題であることから、地域放送番組の提供を行うもの

である。 

なお、追加する地域放送として、近畿広域放送（ＦＭについ

ては大阪府域）、中京広域放送（ＦＭについては愛知県域）及

び宮城県域放送を選定したのは、当該放送対象地域の人口、地

域放送番組比率といった点を勘案したものである。 

 

諮問第２号説明資料 



 

2 

 

 

３ 業務の実施計画の

概要 

 

(1) 新たに追加して提供する番組 

Ｒ１：近畿広域放送、中京広域放送、宮城県域放送  

ＦＭ：大阪府域放送、愛知県域放送、宮城県域放送 

 

(2) 提供エリア 

現行と同様、国内に限定する。 

（国内での地域制限はしない。） 

 

(3) 提供態様及び提供品質 

現行と同様とする。 

・ユニキャストによるストリーミング方式で、ＮＨＫ 

のホームページから提供。 

・送信時の伝送速度は１チャンネルあたり４８kbps程度。 

・Ｒ１はモノラル、ＦＭはステレオで提供。 

 

(4) その他 

・ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するための補

完的措置としての有効性等について、アンケート等によ

り検証・確認を行う。 

・ＰＣによる利用のほか、インターネットにアクセス可能

な携帯端末等による利用も可能とする。 

・遅延や権利上の理由等により、提供できない番組があ

る。 

 

 

４ 業務の収支見込み 

 

・提供番組の追加に伴う支出 １.３億円 

  （設備整備費０．９億円、運用費０．４億円と見込む） 

 

・収入 なし（無償で提供） 

 

 

＜参考＞現行の「らじる★らじる」に係る支出額の見込み               

（単位：億円） 

区 分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

支 出 １．４ ０．８ ０．８ 

（注）認可申請書（平成２３年２月２２日）記載のもの 

 

 

５ 業務を行うために

必要とする資金の額

及びその調達方法 

 

平成２５年度収支予算において措置。 
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６ その他必要な事項 

 

(1) 新たに提供する番組については、平成２５年４月以降開始

を目途とし、平成２５年度末まで実施する。 

 

(2) ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するための補完

的措置としての有効性の検証を行った上で、必要があると

きは、実施内容の変更・延長等のための認可申請を行うこ

ととする。なお、本業務に係る認可の終了後のあり方につ

いては、それまでの間に、業務の実施状況等を踏まえ、検

討する予定である。 

 

(3) 業務の実施状況については、別途報告する。 
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 審査  

 

（１）審査結果 

協会から申請のあった業務については、以下の理由により、法第２０条第２項第８

号に規定する「放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務」であると認められる

ことから、申請のとおり認可することといたしたい。 

 

（２）理由 

協会から申請のあった業務は、現在総務大臣の認可を受けて提供されている「らじ

る★らじる」に関して、聴取者からの要望を踏まえ、一部の地域放送番組を追加する

ものである。 

これは、地域放送番組の追加による聴取者の拡大を通じ、協会のラジオ放送が聴取

しにくい状況の改善に資するとともに、「らじる★らじる」について、より効果的な

ラジオ放送の補完的な措置としての検証・確認を可能とするものである。 

なお、申請のあった業務は、地域放送番組の追加により現在提供されている「らじ

る★らじる」の業務の内容が本質的に変容するものではなく、地域放送番組の追加に

要する経費についても、受信料財源を毀損する懸念が生じる規模ではない。 

以上のことから、協会が申請に係る業務を行うことは、協会のラジオ放送及びその

受信の進歩発達に特に必要な業務であると認められるものである。 
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○ 放送法（昭和２５年法律第１３２号） 

 

（業務） 

第２０条 協会は、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一～五 （略） 

２ 協会は、前項の業務のほか、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行うことが

できる。 

一～七 （略） 

八 前各号に掲げるもののほか、放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務を行う

こと。 

３ （略） 

４ 協会は、前三項の業務を行うに当たつては、営利を目的としてはならない。 

５～９ （略） 

１０ 協会は、第２項第８号又は第３項の業務を行おうとするときは、総務大臣の認可を

受けなければならない。 

１１ （略） 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第１７７条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければ

ならない。 

一 （略） 

二 第１８条第２項(定款変更の認可)、第２０条第８項(第６５条第５項において準用

する場合を含む。)(中継国際放送の協定の認可)、第２０条第９項(提供基準の認可)、

同条第１０項(任意的業務の認可)、第２２条(独立行政法人宇宙航空研究開発機構等

への出資の認可)、第６４条第２項及び第３項(受信料免除の基準及び受信契約条項の

認可)、第６５条第１項(国際放送等の実施の要請)、第６６条第１項(放送に関する研

究の実施命令)、第７１条第１項(収支予算等の認可)、第８５条第１項(放送設備の譲

渡等の認可)、第８６条第１項(放送の廃止又は休止の認可)、第８９条第１項(放送の

廃止又は休止の認可)、第９３条第１項(基幹放送の業務の認定)、第９６条第１項(地

上基幹放送の業務の場合に限る。)(認定の更新)、第９７条第１項本文(基幹放送の放

送事項又は基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の変更の許可)、第１２０条(放

送局設備供給役務の提供条件の変更命令)、第１４１条(受信障害区域における再放送

の業務の方法に関する改善の命令)、第１５６条第１項、第２項若しくは第４項(有料

基幹放送契約約款の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料放送管理事業者の業務

の方法の改善の命令)、第１５９条第１項(認定放送持株会社に関する認定)又は第１

６７条第１項(センターの指定)の規定による処分 

三～五 （略） 

２ （略） 

（参照条文） 
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○ 放送法施行規則(昭和２５年電波監理委員会規則第１０号) 

 

（業務の認可申請） 

第１３条 法第２０条第１０項の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる事項

を記載した書類を添えて、総務大臣に提出するものとする。 

一 業務の内容 

二 業務を行うことを必要とする理由 

三 業務の実施計画の概要 

四 業務の収支の見込み 

五 業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法 

六 その他必要な事項 
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平成２４年１２月４日 

 

総 務 大 臣 

樽 床 伸 二  殿 

日 本 放 送 協 会 

会長 松 本  正 之 

 

 

協会のラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するため、その

放送番組を放送と同時にインターネットを通じて一般に提供する業

務における提供番組の追加についての認可申請書 

 

放送法第２０条第２項第８号の業務として、標記の業務を行いたい

ので、放送法第２０条第１０項の規定に基づき、別紙書類を添えて

認可申請いたします。 

  

 

別紙１ 
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（別紙） 

 

１ 業務の内容 

日本放送協会（以下「協会」という。）のラジオ第一放送、ラジオ第二放送及

びＦＭ放送（以下、それぞれＲ１、Ｒ２、ＦＭと呼ぶ。）の放送番組を、ラジオ

放送が聴取しにくい状況の改善に資する補完的な措置として、これらの放送と

同時にインターネットを通じて一般に提供する業務について、現行（平成２３

年３月９日総務大臣認可）に加え、一部の地域放送番組を追加して提供する。 

 

２ 業務を行うことを必要とする理由 

夜間の外国電波混信やマンション等鉄筋コンクリート住宅の普及等により、

協会のラジオ放送が聴取しにくい地域、場所が拡大しつつあるところ、こうし

た状況の改善に資するための補完的な措置として、現在、試行的にラジオ放送

番組をインターネットを通じて放送と同時に一般に提供し、その効果を検証・

確認しているところである。 

現在は、Ｒ１、ＦＭについては東京からの全国向け放送番組を基本として提

供しているが、本業務の目的である、ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に

資する補完的な措置としての効果を検証する上では、現行認可業務の利用者（聴

取者）からの要望をふまえて、地域放送番組を新たに加えることにより、より

多くの聴取者の利用による幅広いデータの収集が期待できること、また、地域

放送番組の提供のあり方（実施体制等）の検証も必要な課題であることから、

地域放送番組の提供も対象とするものである。なお、追加する地域放送として、

近畿広域放送（ＦＭについては大阪府域）、中京広域放送（ＦＭについては愛知

県域）及び宮城県域放送を選定したのは、当該放送対象地域の人口、地域放送

番組比率といった点を勘案したものである。 

 

３ 業務の実施計画の概要 

(1) 新たに追加して提供する番組 

Ｒ１：近畿広域放送、中京広域放送、宮城県域放送 

ＦＭ：大阪府域放送、愛知県域放送、宮城県域放送 
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(2)提供エリア 

現行と同様、国内に限定する。（国内での地域制限はしない。） 

 

(3) 提供態様及び提供品質 

現行に同じ。 

・ユニキャストによるストリーミング方式で、ＮＨＫのホームページか

ら提供する。 

・送信時の伝送速度は１チャンネルあたり４８kbps 程度とする。 

・Ｒ１はモノラル、ＦＭはステレオで提供する。 

 

 (4) その他 

・ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するための補完的措置としての

有効性等について、アンケート等により検証・確認を行う。 

・ＰＣによる利用のほか、インターネットにアクセス可能な携帯端末等によ

る利用も可能とする。 

・遅延や権利上の理由等により、提供できない番組がある。 

 

４ 業務の収支見込み（平成２５年度） 

提供番組の追加に伴う支出 １.３億円 

（設備整備費 0.9 億円、運用費 0.4 億円と見込む） 

収入 なし 

 
＜参考＞現行認可業務の支出見込み               （単位 億円） 

区 分 23 年度 24 年度 25 年度 

支 出 1.4 0.8 0.8 
（認可申請書（平成２３年２月２２日）記載のもの） 

 

５ 業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法 

 平成２５年度収支予算において措置 

 

６ その他必要な事項 

(1) 新たに提供する番組については、平成２５年４月以降開始を目途とし、平

成２５年度末まで実施する。 
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(2) ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するための補完的措置として

の有効性の検証を行った上で、必要があるときは、実施内容の変更・延長等

のための認可申請を行うこととする。なお、本業務に係る認可の終了後のあ

り方については、それまでの間に、業務の実施状況等を踏まえ、検討する予

定である。 

(3) 業務の実施状況については、別途報告する。 
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１ 経緯等 

平成２４年１２月４日、日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和２

５年法律第１３２号）第２０条第１０項の認可を受けて、同条第２項第８号の業務とし

て実施する「協会のラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するため、その放送番組

を放送と同時にインターネットを通じて一般に提供する業務」（以下「らじる★らじる」

という。）に関して、協会の一部の地域放送番組を追加することについて、同条同項同号

の認可申請があった。当該申請に対する現時点での総務省の考え方は以下のとおりであ

る。 

 

 

２ 申請内容 

  別添申請書のとおり。 

 

 

３ 現時点での総務省の考え方 

 

（１）認可の適否 

   認可することが適当であると認められる。 

 

（２）基本的な考え方 

   「らじる★らじる」については、「協会のラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資

するための補完的な措置として、試行的にラジオ放送番組をインターネットを通じて

放送と同時に一般に提供し、その効果を検証・確認するもの」として、平成２５年度

末まで実施することについて、電波監理審議会の諮問・答申を経て、平成２３年３月

に認可したものである。 

   今回の認可申請については、別添の申請書から明らかなように、認可を受けた業務

の期限、提供エリア及び提供の態様について変更を生じさせるものではないことから、 

日本放送協会が放送法第２０条第１０項の認可を受けて実施する「協会の

ラジオ放送が聴取しにくい状況の改善に資するため、その放送番組を放送

と同時にインターネットを通じて一般に提供する業務における提供番組の

追加」についての認可申請に対する総務省の考え方 

別紙２ 
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    ア 一部の地域放送番組を追加することにより、認可を受けた業務の内容が本質

的に変容する懸念の有無 

    イ 一部の地域放送番組の追加に要する経費が受信料財源を毀損する懸念の有無 

     といった観点から認可の適否を検討するものである。 

 

（３）具体的な検討 

  ア 認可を受けた業務の内容が本質的に変容する懸念の有無 

    協会は、今回の認可申請において、ラジオ第一放送については近畿広域、中京広

域及び宮城県域、ＦＭ放送については大阪府域、愛知県域及び宮城県域の地域放送

番組を追加することとしている。 

    これらの追加される放送番組の内訳を見ると、放送時間ベースで全体の約９割 

（注）は、現在提供されている関東広域（ラジオ第一）及び東京都域（ＦＭ）の放

送番組と同一であり、定量的に追加される地域放送番組はごくわずかなものにとど

まっているものである。 

    また、追加する目的についても、これまでの「らじる★らじる」の業務提供にお

いて聴取者の地域放送番組に関する要望があったことを踏まえ、地域放送番組の追

加を行うことによる聴取者の拡大が見込まれることで、より効率的な「補完的な措

置としての効果の検証・確認」を可能とするとのことであり、認可を受けた「らじ

る★らじる」の業務の目的の実現にも資するものであると考えられる。 

    なお、追加する地域放送番組として、近畿広域（ＦＭについては大阪府域）、中京

広域（ＦＭについては愛知県域）及び宮城県域のものとすることについては、これ

ら３地域は、他の地域に比して、放送対象地域の人口が多いことや地域放送番組の

比率が比較的高いという現状を踏まえれば、合理的な選択であると考えられる。 

   【参考】 

（注）追加される地域における固有の地域放送番組の比率 

   （１）ラジオ第一放送 

      ・近畿広域 15.6％（１日平均３時間44分、平成24年度） 

      ・中京広域 10.8％（１日平均２時間35分、平成24年度） 

      ・宮城県域 13.3％（１日平均３時間12分、平成24年度） 

   （２）ＦＭ放送 

      ・大阪府域  5.6％（１日平均１時間21分、平成24年度） 

      ・愛知県域  5.6％（１日平均１時間21分、平成24年度） 

      ・宮城県域  6.7％（１日平均１時間36分、平成24年度） 
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  イ 受信料財源を毀損する懸念の有無 

    協会は、今回認可申請のあった地域放送番組の追加に要する経費として、設備整

備費用として9,000万円、運用経費として4,000万円の合計1.3億円を見込んでいる。

これは、現在認可を受けて実施する業務に要する経費と比較して妥当な範囲のもの

であり、受信料財源を毀損する懸念はないものと考えられる。 

  以上のことから、本申請については認可することが適当と考えられる。 
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○ 放送法（昭和２５年法律第１３２号）（抜粋） 

 

（業務） 

第２０条 協会は、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

一～五 （略） 

２ 協会は、前項の業務のほか、第１５条の目的を達成するため、次の業務を行うことが

できる。 

一～七 （略） 

八 前各号に掲げるもののほか、放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務を行う

こと。 

３ （略） 

４ 協会は、前三項の業務を行うに当たつては、営利を目的としてはならない。 

５～９ （略） 

１０ 協会は、第２項第８号又は第３項の業務を行おうとするときは、総務大臣の認可を

受けなければならない。 

１１ （略） 

 

（電波監理審議会への諮問） 

第１７７条 総務大臣は、次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければ

ならない。 

一 （略） 

二 第１８条第２項(定款変更の認可)、第２０条第８項(第６５条第５項において準用す

る場合を含む。)(中継国際放送の協定の認可)、第２０条第９項(提供基準の認可)、同

条第１０項(任意的業務の認可)、第２２条(独立行政法人宇宙航空研究開発機構等への

出資の認可)、第６４条第２項及び第３項(受信料免除の基準及び受信契約条項の認可)、

第６５条第１項(国際放送等の実施の要請)、第６６条第１項(放送に関する研究の実施

命令)、第７１条第１項(収支予算等の認可)、第８５条第１項(放送設備の譲渡等の認

可)、第８６条第１項(放送の廃止又は休止の認可)、第８９条第１項(放送の廃止又は

休止の認可)、第９３条第１項(基幹放送の業務の認定)、第９６条第１項(地上基幹放

送の業務の場合に限る。)(認定の更新)、第９７条第１項本文(基幹放送の放送事項又

は基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の変更の許可)、第１２０条(放送局設備

供給役務の提供条件の変更命令)、第１４１条(受信障害区域における再放送の業務の

方法に関する改善の命令)、第１５６条第１項、第２項若しくは第４項(有料基幹放送

契約約款の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料放送管理事業者の業務の方法の

改善の命令)、第１５９条第１項(認定放送持株会社に関する認定)又は第１６７条第１

項(センターの指定)の規定による処分 

三～五 （略） 

２ （略） 

（参照条文） 
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○ 放送法施行規則(昭和２５年電波監理委員会規則第１０号) 

 

（業務の認可申請） 

第１３条 法第２０条第１０項の認可を受けようとするときは、申請書に次に掲げる事項

を記載した書類を添えて、総務大臣に提出するものとする。 

一 業務の内容 

二 業務を行うことを必要とする理由 

三 業務の実施計画の概要 

四 業務の収支の見込み 

五 業務を行うために必要とする資金の額及びその調達方法 

六 その他必要な事項 

 

 

 
 



 

「
日

本
放

送
協
会
が
放
送
法
第
２
０
条
第
１

０
項

の
認

可
を

受
け

て
実

施
す

る
『

協
会

の
ラ
ジ
オ
放
送
が
聴
取
し
に
く
い
状
況
の
改
善
に

資
す

る
た

め
、
そ
の
放
送
番
組
を
放
送
と
同

時
に

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
一

般
に

提
供
す
る
業
務
に
お
け
る
提
供
番
組
の
追
加
』
に

つ
い

て
の
認

可
申
請
に
対
す
る
総
務
省
の
考

え
方

に
つ

い
て
の
意

見
募

集
」

の
結
果
 

  Ⅰ
 

意
見
募

集
期
間

 

・
平

成
２
４
年
１
２
月
８
日
か
ら
平

成
２
５

年
１

月
７

日
ま
で
 

  Ⅱ
 

提
出
さ

れ
た
意
見
の
件
数
、
意
見
提
出

者
 

（
１

）
提
出

さ
れ
た
意
見
の
件
数
：
 
２
，

１
６

８
件
 

（
２

）
放
送

事
業
者
か
ら
提
出
さ
れ
た
意
見

：
 

３
件
 

 
 

 
意
見

提
出
者
（
提
出
順
）
：
株
式

会
社

ニ
ッ

ポ
ン

放
送
、
日

本
テ

レ
ビ

放
送
網
株

式
会
社
、
テ
レ
ビ
朝
日
株
式
会
社
 

（
３

）
団
体

か
ら
提
出
さ
れ
た
意
見
：
 
２

件
 

 
 

 
意
見

提
出
者
（
提
出
順
）
：
一

般
社
団

法
人

日
本

民
間
放
送

連
盟

、
一

般
社
団
法
人
日
本
新
聞
協
会
（
メ
デ
ィ
ア
開
発
委
員
会
）
 

（
４

）
放
送

事
業
者
及
び
団
体
以
外
の
者
か

ら
提

出
さ

れ
た
意
見

（
大

半
は

個
人
か
ら
の
意
見
提
出
）
：
 
２
，
１
６
３
件
 

  Ⅲ
 

提
出
さ

れ
た
意
見
と
総
務
省
の
考
え
方

 

・
別

添
の
と

お
り
。
 

 
 

別
紙
３
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（
別
添
）
 

提
出

さ
れ

た
意

見
と

総
務

省
の

考
え

方
 

 

※
表
中
、
左
欄
に
提
出
さ
れ
た
意
見
及
び
提
出
者
、
右
欄
に
意
見
に
対
す
る
総
務
省
の
考
え
方
を
記
す
。
 

  １
 

Ｎ
Ｈ

Ｋ
か

ら
の
認
可
申

請
に
対
す

る
総

務
省

の
考

え
方

に
関

す
る

意
見

 

 （
１
）
認
可
の
適
否
 
及
び
（
２
）
基
本
的

な
考
え
方
 
に
関
す
る
意
見
 

 

【
意
見
１
－
１
】
 

当
然

の
こ

と
な

が
ら

、
弊
社

も
民

放
事

業
者
と

し
て
、

日
本

放
送

協
会
（

以
下
、

N
H
K
）

の
業

務

拡
大
に
よ
る
”
民
業
へ
の
圧
迫
”
、
”
肥
大
化

”
に
つ
い
て
懸
念
を
抱
く
も
の
で
は
あ
る
が
、
こ
れ
ま

で
行

わ
れ

て
い

る
「

ラ
ジ

オ
放

送
を

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

通
じ

て
一

般
に

提
供

す
る

業
務

」
、

及
び

今
回

の
「

そ
の

業
務

に
於

い
て

の
提

供
番

組
の

追
加

」
に

関
し

て
は

、
「

ラ
ジ

オ
の

難
聴

取
解

消
」

は
も

と
よ

り
、
「

地
域

情
報

の
全

国
へ

の
発

信
」

と
い

う
「

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
を

利
用

し
て

の
ラ

ジ

オ
な
ら
で
は
の
サ
ー
ビ
ス
」
、
さ
ら
に
は
、「

N
H
K
と
民
放
ラ
ジ
オ
の
最
大
の
課
題
で
あ
る
聴
取
拡
大
」

と
い
う
観
点
か
ら
も
理
解
可
能
な
も
の
で
あ

り
、
同
様
に
「
認
可
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
認
め

ら
れ
る
」
と
の
総
務
省
の
考
え
方
に
も
異
論

は
な
い
。
【
株
式
会
社
ニ
ッ
ポ
ン
放
送
】
 

  
Ｎ

Ｈ
Ｋ

か
ら

の
認

可
申

請
に

対
す

る
総

務
省

の
考

え

方
に
賛
同
す
る
意
見
と
し
て
承
り
ま
す
。
 

 

 
 

（
３
）
具
体
的
な
検
討
 
に
関
す
る
意
見
 

 

【
意
見
１
－
２
】
 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
地
域
放
送
番
組
を
追
加
す
る
理

由
と
し
て
、
現
行
業
務
の
聴
取
者
か
ら
要
望
が
あ
っ
た

こ
と
を
挙
げ
、「

地
域
放
送
番
組
の
提
供
の
あ
り
方
の
検
証
も
必
要
な
課
題
」
と
し
て
い
ま
す
が
、「

ラ

ジ
オ
放
送
の
難
聴
改
善
」
と
い
う
「
ら
じ
る

★
ら
じ
る
」
の
本
来
の
目
的
の
効
果
検
証
・
確
認
の
た

  
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
申
請
書
に
も
記
載
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
地

域
放
送
番
組
の
追
加
に
よ
り
、
利
用
者
の
拡
大
が
見
込
ま

れ
る
も
の
で
あ
り
、
よ
り
幅
広
い
デ
ー
タ
収
集
が
可
能
と
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め
に
必
要
不
可
欠
で
あ
る
と
は
考
え
ら
れ
ま
せ
ん
。
【
一
般
社
団
法
人
日
本
民
間
放
送
連
盟
】
 

N
H
K
は

地
域

放
送

番
組

を
追

加
す

る
理

由
と

し
て

、
聴

取
者

か
ら

要
望

が
あ

っ
た

こ
と

を
挙

げ
、

「
地
域
放
送
番
組
の
提
供
の
あ
り
方
（
実
施
体
制
等
）
の
検
証
も
必
要
な
課
題
」
と
し
て
い
ま
す
が
、

「
ラ

ジ
オ

放
送

の
難

聴
改

善
」

と
い

う
「

ら
じ

る
★

ら
じ

る
」

の
本

来
の

目
的

に
照

ら
せ

ば
、
「

地

域
放
送
番
組
の
提
供
の
あ
り
方
」
は
、
難
視

聴
解
消

の
効
果
検
証
・
確
認
と
は
無
関
係
と
考
え
ま
す
。

【
株
式
会
社
テ
レ
ビ
朝
日
】
 

な
る
こ
と
で
、
本
業
務
の
目
的
で
あ
る
ラ
ジ
オ
放
送
の
難

聴
解

消
に

関
す

る
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

活
用

の
効

果
の

検

証
・
確
認
に
資
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
 

【
意
見
１
－
３
】
 

申
請
の
理
由
に
、
｢
現
行
認
可
業
務
の
利
用
者
（
聴
取
者
）
か
ら
の
要
望
を
ふ
ま
え
て
｣
と
あ
る
が
、

具
体
的
な
内
容
も
要
望
数
も
公
表
さ
れ
て
お

ら
ず
、
根
拠
に
乏
し
い
と
言
わ
ざ
る
を
え
な
い
。
ま
た

｢
ラ
ジ
オ
放
送
が
聴
取
し
に
く
い
状
況
の
改
善

に
資
す
る
補
完
的
な
措
置
｣
と
し
て
、
今
回
の
措
置
に

実
効
性
が
あ
る
の
か
に
つ
い
て
も
疑
問
が
残

る
。
【
日
本
テ
レ
ビ
放
送
網
株
式
会
社
】
 

 

総
務

省
は

聴
取

者
の

要
望
を

理
由

に
、

難
聴
取

対
策
の

N
H
K
「

ら
じ

る
★
ら

じ
る

」
に

地
域

放
送

番
組
の
追
加
を
認
め
る
の
で
あ
れ
ば
、
ど
の
よ
う
な
要
望
が
誰
か
ら
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
か
、
要
望

に
関

す
る

デ
ー

タ
を

公
表

し
、

聴
取

者
・

国
民

に
判

断
材

料
を

提
示

す
べ

き
で

あ
る

。
【

一
般

社
団

法
人
新
聞
協
会
（
メ
デ
ィ
ア
開
発
委
員
会
）
】
 

 

ご
指

摘
の

利
用

者
か

ら
の

要
望

の
概

要
は

以
下

の
と

お
り
で
す
。
 

①
ら

じ
る

★
ら

じ
る

利
用

者
ア

ン
ケ

ー
ト

の
概

要
 

・
期

間
：

平
成

24
年

9
月

1
1日

～
1
0月

1日
 

・
有

効
回

答
数

：
4
,1
4
6 

・
手

法
：

ら
じ

る
★

ら
じ

る
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

及
び

ス
マ

ー
ト

 

ホ
ン

の
ア

プ
リ

上
で

Ｎ
Ｈ

Ｋ
が

実
施

 

②
地

域
放

送
番

組
に

関
す

る
要

望
 

・
ら

じ
る

★
ら

じ
る

へ
の

要
望

（
複

数
回

答
）

の
う

ち
、

 

「
自

分
の

居
住

し
て

い
る

道
府

県
単

位
の

放
送

を
聴

き
た

い
」

と
す

る
者

が
3
6％

。
 

・
自

由
回

答
欄

に
お

い
て

1
00

件
以

上
の

地
域

放
送

へ
の

要
望

が

寄
せ

ら
れ

た
と

こ
ろ

。
 

な
お
、
地
域
放
送
番
組
の
追
加
と
本
業
務
の
目
的
の
関

係
は
、
意
見
１
－
２
に
対
す
る
総
務
省
の
考
え
方
で
述
べ

た
と
お
り
で
す
。
 

【
意
見
１
－
４
】
 

今
回
の
認
可
申
請
は
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ラ
ジ
オ
第
１

、
Ｆ
Ｍ
の
３
地
域
の
放
送
を
追
加
し
て
全
国
に
イ
ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

配
信

し
よ

う
と

す
る

計
画

で
す

が
、
「

現
時

点
で

の
総

務
省

の
考

え
方

」
に

よ
る

と
、

追

加
３
地
域
の
放
送
番
組
は
放
送
時
間
ベ
ー
ス

で
約
９
割
は
関
東
広
域
（
ラ
ジ
オ
第
１
）
お
よ
び
東
京

 
 本

業
務

は
放

送
さ

れ
て

い
る

放
送

番
組

を
イ

ン
タ

ー

ネ
ッ
ト
で
同
時
配
信
す
る
も
の
で
あ
り
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
よ
れ

ば
、
地
域
放
送
番
組
の
う
ち
地
域
独
自
番
組
の
み
を
取
り
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都
域
（
Ｆ
Ｍ
）
と
重
複
し
ま
す
。
受
信
料
財
源
の
効
率
的
な
運
用
の
観
点
か
ら
、
重
複
を
避
け
る
方

策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ま
す
。
【
一
般
社
団
法
人
日
本
民
間
放
送
連
盟
】
 

 今
回

の
認

可
申

請
は

、
N
H
K
ラ

ジ
オ

第
1
、

F
M
の

3
地

域
の

放
送

を
追

加
し

て
全

国
に

イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト
で
配
信
す
る
計
画
で
す
が
、「

認
可
申
請
に
対
す
る
総
務
省
の
考
え
方
」
に
よ
れ
ば
、「

放
送
時

間
ベ

ー
ス

で
全

体
の

約
9
割

は
、

現
在

提
供

さ
れ

て
い

る
関

東
広

域
（

ラ
ジ

オ
第

一
）

及
び

東
京

都

域
（
F
M
）
の
放
送
番
組
と
同
一
で
あ
り
、
定
量
的
に
追
加
さ
れ
る
地
域
放
送
番
組
は
ご
く
わ
ず
か
な

も
の
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
」
と
な
っ
て
お
り
、
ほ
と
ん
ど
重
複
し
た
番
組
を
全
国
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
配
信
す
る
今
回
の
計
画
は
、
受
信
料
財
源
の
効
率
的
な
運
用
の
観
点
か
ら
み
れ
ば
非
効
率
と
い
わ

ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
【
株
式
会
社
テ
レ
ビ
朝
日

】
 

出
し
て
配
信
す
る
方
が
所
要
経
費
が
大
き
く
、
そ
の
ま
ま

配
信
し
た
方
が
効
率
的
で
あ
る
と
し
て
お
り
、
合
理
性
を

欠
く
説
明
で
あ
る
と
は
認
識
し
て
い
ま
せ
ん
。
 

い
ず
れ
に
せ
よ
、
本
業
務
の
実
施
に
要
す
る
全
体
費
用

は
１
．
３
億
円
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
受
信
料

財
源
を
毀
損
す
る
も
の
と
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。
 

  

 

２
 

そ
の

他
の

意
見
 

 

（
１
）
放
送
法
第
２
０
条
第
２
項
第
８
号
の

業
務
に
関
す
る
意
見
 

 

【
意
見
２
－
１
】
 

当
連
盟
が
か
ね
て
主
張
し
て
い
る
と
お
り

、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
業
務
に
用
い
る
コ
ン
テ

ン
ツ

は
「

既
放

送
番

組
等

」
（

放
送

法
第

2
0
条

第
２

項
第

２
号

）
に

限
定

さ
れ

て
お

り
、

Ｎ
Ｈ

Ｋ
は

原
則
と
し
て
未
放
送
（
放
送
と
同
時
を
含
む
）
の
番
組
・
コ
ン
テ
ン
ツ
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
業
務
で

配
信
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
業
務
は
放
送
法
で
規
定
さ
れ
て
お
り
、
受
信
料
財
源
で

運
営
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
わ
ゆ
る
「

附
帯
業
務
」（

放
送
法
第
2
0
条
第
２
項
第
５
号
）
や
「
特

認
業

務
」
（

同
第

2
0
条

第
２

項
第

８
号

）
の

範
囲

や
解

釈
を

安
易

に
拡

大
す

る
こ

と
は

慎
む

べ
き

も

の
と
考
え
ま
す
。
 

今
回

の
認

可
申

請
の

よ
う

に
Ｎ

Ｈ
Ｋ

が
「

特
認

業
務

」
制

度
を

く
り

返
し

使
う

こ
と

は
、
「

特
認

業
務

」
制

度
の

濫
用

に
繋

が
り

か
ね

な
い

と
考

え
ま

す
。
「

特
認

業
務

」
制

度
は

放
送

法
に

定
め

ら

れ
た
業
務
以
外
の
業
務
を
例
外
的
、
限
定
的
に
Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
認
可
す
る
趣
旨
で
あ
り
、
今
後
さ
ら
に
地

 
 Ｎ
Ｈ
Ｋ
は
、
放
送
法
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
特
殊
法
人
と

し
て
、
そ
の
業
務
範
囲
は
法
定
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ

り
、
そ
の
趣
旨
を
形
骸
化
す
る
よ
う
な
運
用
を
行
わ
な
い

こ
と
は
当
然
の
こ
と
で
す
。
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域
放
送
を
追
加
す
る
な
ど
、“

な
し
崩
し
”
 
的
に
法
定
外
の
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
業
務
を
拡
大
す
る
こ
と
は
避

け
る
べ
き
と
考
え
ま
す
。
【
一
般
社
団
法
人
日
本
民
間
放
送
連
盟
】
 

 イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
事
業
は
放
送
の
補
完
に
と
ど
め
る
べ
き
で
、
そ
の
無
制
限
の
拡
大
は
メ
デ
ィ
ア

の
多
様
性
、
多

元
性
、
地
域
性
、
ひ
い
て
は
民
主
主
義
の
根
幹
で
あ
る
言
論
・
報
道
の
多
様
性
を
損

な
い
か
ね
な
い
と
考
え
る
。
歯
止
め
な
く
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
事
業
を
拡
大
す
る
べ
き
で
は
な
い
。
 

今
後

N
H
K
が

行
う

あ
ら

ゆ
る

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
サ

ー
ビ

ス
が

、
放

送
法

２
０

条
２

項
８

号
「

放
送

及
び
そ
の
受
信
の
進
歩
発
達
に
特
に
必
要
な
業
務
」
と
し
て
安
易
に
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
な
い
よ
う

求
め
る
。
【
一
般
社
団
法
人
新
聞
協
会
（
メ
デ
ィ
ア
開
発
委
員
会
）
】
 

 放
送
法
2
0
条

2
項
8
号
の
い
わ
ゆ
る
「
特
任
業
務
」
は

、
条
文
に
則
れ
ば
、
あ
く

ま
で
も
明
確
な
目

的
の
も
と
の
限
定
的
な
業
務
の
認
可
で
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
の
形
骸
化
に
つ
な
が
る
よ
う
な
安
易
な
業

務
内

容
の

拡
大

は
あ

っ
て

は
な

ら
な

い
と

当
社

は
常

々
考

え
て

い
る

。
【

日
本

テ
レ

ビ
放

送
網

株
式

会
社
】
 

 今
回

の
認

可
申

請
の

よ
う

に
N
H
K
が

「
特

認
業

務
」

制
度

を
繰

り
返

し
使

う
こ

と
は

、
制

度
の

濫

用
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
と
考
え
ま
す
。「

特
認
業
務
」
制
度
は
、「

放
送
及
び
そ
の
受
信
の
進
歩
発

達
に

特
に

必
要

な
業

務
」

を
例

外
的

、
限

定
的

に
認

可
す

る
趣

旨
で

あ
り

、
N
H
K
が

受
信

料
財

源
で

運
営
さ
れ
て
い
る
以
上
、「

特
認
業
務
」
の
範
囲
や
解
釈
を
安
易
に
拡
大
し
、
な
し
崩
し
的
に
N
H
K
の

業
務
を
拡
大
す
る
こ
と
は
慎
む
べ
き
と
考
え
ま
す
。
【
株
式
会
社
テ
レ
ビ
朝
日
】
 

 （
２
）
「
ら
じ
る
★
ら
じ
る
」
の
配
信
の
対
象

地
域
に
関
す
る
意
見
 

 

【
意
見
２
－
２
】
 

Ｎ
Ｈ

Ｋ
は

申
請

書
で

「
国

内
で

の
地

域
制

限
は

し
な

い
」

と
し

て
い

ま
す

が
、
「

ラ
ジ

オ
放

送
の

難
聴
改
善
」
と
い
う
目
的
に
照
ら
せ
ば
、
本
来
は
各
地
域
放
送
局
の
放
送
対
象
地
域
に
即
し
て
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る

と
考
え
ま
す
。【

一
般
社
団
法
人
日
本
民
間
放
送
連
盟
】
 

 本
件
に
つ
い
て
は
、
ご
指
摘
の
よ
う
な
考
え
方
が
あ
る

一
方
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
配
信
は
通
信
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
利
用
者
の
利
便
性
の
観
点
か
ら
配
信
地
域
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 N
H
K
の
今
回
の
申
請
は
、
地
域
放
送
番
組
を
全
国
向
け
放
送
番
組
に
新
た
に
加
え
る
と
い
う
も
の

で
あ
る
が
、
ラ
ジ
オ
の
放
送
免
許
が
地
域
免
許
に
基
づ
く
以
上
、
本
来
な
ら
ば
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

に
よ

る
同

時
配

信
に

つ
い

て
も

各
地

域
放

送
局

の
放

送
対

象
地

域
に

即
し

て
配

信
す

べ
き

で
あ

る
。

【
日
本
テ
レ
ビ
放
送
網
株
式
会
社
】
 

 N
H
K
は
申
請
書
で
提
供
エ
リ
ア
に
つ
い
て
「
国
内
に
限
定
す
る
」
と
す
る
一
方
で
、「

国
内
で
の
地

域
制
限
は
し
な
い
」
と
し
て
い
ま
す
が
、
ラ
ジ
オ
放
送
の
難
聴
改
善
が
目
的
で
あ
る
な
ら
ば
、
各
地

域
の
放
送
局
の
放
送
を
、
そ
の
放
送
対
象
地
域
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
す
る
の
が
、
そ
の
目
的
に

最
も
即
し
て
い
る
と
考
え
ま
す
。
【
株
式
会
社

テ
レ
ビ
朝
日
】
 

を
放

送
対

象
地

域
に

限
定

す
べ

き
で

は
な

い
と

い
う

考

え
方
も
あ
り
、
そ
の
い
ず
れ
を
選
択
す
る
か
は
基
本
的
に

は
各

放
送

事
業

者
の

経
営

判
断

に
委

ね
ら

れ
て

い
る

も

の
で
す
。
Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
お
い
て
は
、
追
加
的
に
所
要
経
費
が

発
生
す
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
現
在
は
地
域
限
定
を
か
け
ず

に
配
信
し
て
い
る
も
の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
 

 （
３
）
「
ら
じ
る
★
ら
じ
る
」
の
認
可
期
間
終

了
後
の
あ
り
方
に
関
す
る
意
見
 

 

【
意
見
２
－
３
】
 

｢
ら

じ
る

★
ら

じ
る

｣
の

認
可

期
間

終
了

後
の

Ｎ
Ｈ

Ｋ
ラ

ジ
オ

の
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

同
時

配
信

業

務
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
早
期
に
Ｎ
Ｈ
Ｋ
が
考
え
方
を
示
し
た
う
え
で
、
国
民
各
層
の
意
見
を
幅

広
く
聞
き
、
議
論
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
考

え
ま
す
。
【
一
般
社
団
法
人
日
本
民
間
放
送
連
盟
】
 

 新
た
に
提
供
す
る
番
組
に
つ
い
て
は
、
平
成
2
5
年
度
末
ま
で
実
施
し
、
有
効
性
の
検
証
を
行
っ
た

う
え
で
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
実
施
内
容
の
変
更
・
延
長
等
の
た
め
の
認
可
申
請
を
行
う
と
さ
れ
て

い
る
。
N
H
K
は
上
記
の
よ
う
な
疑
問
点
も
含
め
、
”
な
し
崩
し
”
的
に
サ
ー
ビ
ス
を
継
続
す
る
の
で
は

な
く
、
早
期
に
検
証
・
確
認
を
行
い
、
広
く
聴
取
者
、
有
識
者
や
民
放
各
社
の
意
見
を
取
り
入
れ
た

総
合
的
な
議
論
を
す
べ
き
で
あ
る
。
【
日
本
テ

レ
ビ
放
送
網
株
式
会
社
】
 

 「
ら

じ
る

★
ら

じ
る

」
の

認
可

期
間

終
了

後
の

N
H
K
ラ

ジ
オ

の
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

同
時

配
信

業
務

の
在

り
方

に
つ

い
て

、
N
H
K
は

申
請

書
で

「
業

務
の

実
施

状
況

等
を

踏
ま

え
、

検
討

す
る

予
定

」
と

し
て

い
ま

す
が

、
N
H
K
が

一
方

的
に

判
断

す
る

の
で

は
な

く
、

検
証

結
果

を
公

表
し

、
そ

れ
を

踏
ま

 
 「
ら
じ
る
★
ら
じ
る
」
の
認
可
期
間
終
了
後
の
取
扱
い

に
つ

い
て

は
、

認
可

申
請

書
に

お
い

て
、
「

本
業

務
に

係

る
認
可
の
終
了
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ま
で
の

間
に
、
業
務
の
実
施
状
況
等
を
踏
ま
え
、
検
討
す
る
予
定

で
あ
る
」
と
さ
れ
て
お
り
、
ご
指
摘
の
検
討
の
進
め
方
等

を
含
め
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
に
お
い
て
適
切
に
対
応
す
べ
き
も
の
と

考
え
ま
す
。
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え
た

上
で

N
H
K
の

考
え

方
を

早
期

に
示

し
、

国
民

各
層

の
意

見
を

幅
広

く
聞

く
べ

き
と

考
え

ま
す

。

【
株
式
会
社
テ
レ
ビ
朝
日
】
 

 （
４
）
そ
の
他
の
意
見
 

 
 

 
上

記
の

ほ
か

、
今

回
の

意
見

募
集

の
対

象
と

直
接

関
係

な
い

と
考

え
ら

れ
る

意
見

が
個

人
を

中
心

に
多

数
提

出
さ

れ
た

（
提

出
意

見
２

，
１

６
８

件
中

 

２
，
１
６
３
件
が
該
当
）
。
こ
れ
ら
の
意

見
の
中
に
は
同
旨
の
も
の
も
多
く
含
ま
れ
て
お
り
、
代
表
的
な
意
見
の
概
要
を
以
下
の
と
お
り
記
載
す
る
。
 

【
意
見
２
－
４
－
１
】
 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
放
送
番
組
に
偏
向
報
道
等
の
問

題
が
あ
る
と
し
、
地
域
放
送
番
組
の
追
加
に
対
し
て
反

対
す
る
意
見
。
 

 【
意
見
２
－
４
－
２
】
 

 
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
者
か
ら
も
受
信
料

が
徴
収
さ
れ
る
懸
念
が
あ
る
と
し
、
地
域
放
送
番
組
の

追
加
に
対
し
て
反
対
す
る
意
見
。
 

 【
意
見
２
－
４
―
３
】
 

 
こ
れ
ま
で
の
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
職
員
の
不
祥
事
等

を
指
摘
し
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
廃
止
等
を
求
め
る
意
見
。
 

 【
意
見
２
－
４
－
４
】
 

 
ラ

ジ
オ

放
送

が
聴

取
し

に
く

い
状

況
の

改
善

は
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

で
は

な
く

放
送

に
よ

っ
て
 

行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す
る
意
見
。
 

  

 今
回

の
意

見
募

集
の

対
象

と
直

接
関

係
な

い
ご

意
見

で
あ
る
と
考
え
ま
す
。
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